
【カテコリーⅡ】 日本建築学会筋道系論文頻 鶴75巻 第656号,1867-1872201O年1け月
J.StructConstr.Eng.,AIJ,VoJ75No.656,1867-1872,Oct..2010

曲げヒンジ部で破壊するRC造柱の地震後の残存軸耐力
RESIDUALAXISLOADCAPACITYOFREINFORCEDCONCRETECOLUMNS
AFTERSHEARCOMPRESSIONFAILUREINBENDINGHINGEZONE

島 崎 和 司*

KazushiSHIAL4.ZABJ

FordieeXamlnatl0nOrbulldngcollapse,1tLSFequLredtoanalyzedlebulldlngperRormaTICeusingtheFX:rhnentanalvtldmodelForAleCOILm nSTheresldual

狐jaJloadcapaclb70f山ecolLmnafterdleaTCOmPreSSJOnf'iLiJureLn山el光ndJnghlngeloneJSdiffTerentfromdⅦcapacit)IofdleCOIumnsaftershearterul0n
fallure.llllSFnperLrlV6tlgateSalearulytlCaLnl0delforthecolumnex四nenCedrallureLrlalekndlnghlngeZDnebasedon廿1eM-Nsurfaceconm ctlon_The

reducbOnratel柑SOth ledasarwcuonofdlemaXlmumderoTmattOn,Shearmarglnrabo,streng飢oflongltudlnalandRanSVerSen=Lnforcement,using山e

TtyeSSl0nanalysisofexFX:nn℃ntaLresultsllleteStedresuJts打etXPIalnedtythlsrormulalldthgoldagreement

Kq,wordsIREIN/0/℃edcorm ledrucf7uY,COhLmn.血〝,ageleve/.benLb17gyle/4ResldtLa/AjYtSLLX7dCLyDC叫

sheLZrCOmPreSStOnfm l7Ln

鉄筋コンクリート構造,桂,損傷レベル,曲げ降伏,残存軸耐九 せん断圧縮破壊

1 はじめに

大地震における既存建物のリスク評価のためには､建物の倒壊危

険度の評価が必要である｡建物の崩壊は､鉛直支持部材､特に柱に

おけるせん断破壊がその要因となる｡地震後の建物が崩壊するか否

かは､せん断破壊後の部材の軸力保持能力の検討と､保持できなく

なった軸力を建物として保持できるかの検討が必要になる｡地震時

の柱の軸力保持能力は水平力との複合応力であり､実際に建物が崩

壊するか否かは､変形 レベルに応じた軸耐力をモデル化した解析モ

デルによる検討が必要になる｡一部の柱がせん断破壊した場合､そ

の柱の水平剛性は著しく低下するOそのため､塑性偏心が大きくな

り､その柱の水平変形量がさらに増大して軸耐力が減少し､崩壊に

至る可能性があるG こうした現象を評価するためには､せん断破壊

後の軸耐力をモデル化して､ねじれを考慮した解析を行 う必要があ

る｡解析における部材モデルは､図1に示したような材端に曲げば

ね､中央に剛塑性のせん断ばねを設け､それぞれが軸力と相関性を

持つ降伏破壊曲面で設定すればよいl)｡

部材中央のN-Q相関剛塑性バネについては､前報1)で検討を行っ

た｡芳村ら2)叫ま､せん断破壊後の軸力が保持できなくなる限界変

形までの関係を定式化 し､これを塑性論に基づく破壊局面の縮小に

より説明している(,図2に示したように､せん断破壊直接の破壊曲

面を正負の軸耐力(NL･,NT:本論では､圧縮を正とする)と､長期軸

力時(NL)のせん断破壊点の3点を通る2次曲線や楕円で表し､せん断

破壊後は､水平変形の増大に伴い､破壊曲面がこれと相似形に縮小

すると考えることで説明することができるとしている【,前報1)では
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図1 解析モデル

せん断力(kN)

図 2 縮小破壊面の模式図

この提案を応用し､部材中天のせん断バネを､部材パラメータによ

る損傷後の残存軸耐力低減率(図2の縦軸)から設定したせん断破顔

縮小曲面によるモデル化をすることで､実験結果を説明できること

を示したCところが､曲げ降伏後にヒンジ領域で破壊した部材の残
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存軸耐力にこの低減率をそのまま適用することの適合性については

課題が残ったo∫PMoehleらも､これについてさらなる研究が必要

と述べている4㌦

本論では､曲げ降伏後にヒンジ領域で破壊した部材の残存軸耐力

についての実験データを検討し､図1に示 した解析モデルの両端の

M-N 相関バネについて縮小降伏曲面の考え方を導入して検討する

ものである｡

2 抵抗モデル

部材端部にせん断クラックが生じ､ヒンジ領域が形成された後の

軸耐力保持機構は､中央部のせん断破壊後の軸力保持機構とは異な

ると考えられる｡ヒンジ部のせん断クラック面で切断し､その上部

のみ取 り出すと､図3に示 した模式図で考えられるLl,せん断クラ

ックが生じた直後では､せん断補強筋の拘束効果により､クラック

面での摩擦力が働き､その鉛直成分として軸力保持に寄与する｡水

平変形の増大により､この摩擦力が減少していき､最終的には0に

な るとす ると､作用す るモー メン トに対 して鉄筋が抵抗 し

(Ts+Cs-0)､軸耐力 NRはコンクリー トの圧縮力(cc)のみによるもの

となる,,この軸耐力 NRを前報1)では､圧縮領域の幅を圧縮鉄筋周

りのコンクリー トと考え､｢鉄筋コンクリー ト造建物の耐震性能評

価指針(秦)｣5-を参考に､かぶり厚を01D としてその2倍の02D と

考えて次式で与えたO

NK-012bDF

(I)式で与えられる軸耐力が､作用する軸耐力以下となれば､軸方

向に崩壊することになるO

一般に､ヒンジ領域の曲げ降伏後のせん断破康については､損傷

によるコンクリー トの有効強度の低下としてとらえられている5)0

本論では､ヒンジ領域での軸力保持能力の減少を塑性論によるせん

断破壊とせず､せん断クラックによって曲げ抵抗機構が変化し､水

平変形の増大による損傷の進行に伴 うクラック面の摩擦抵抗の減少

とコンクリー ト強度低下の複合効果と考え､図1に示した解析モデ

ルの両端の M-N相関バネについて縮小降伏曲面の考え方を取り入

れることとする｡図3に示した模式図で､せん断クラック面の摩擦

力が消滅 したあとの材端において､平面保持を仮定した断面解析に

よる終局モーメントを考える｡中立軸が､図3の右側部分の02D 区

間の断面内にある場合には全断面の場合と同じとなる｡それより中

立軸が左側になると､コンクリー トがなくなるので､それ以上の軸

力増加がなくなるC平面保持仮定では､中立軸の左側-の移行に伴

い､引張鉄筋の軸力が減少するため､モーメントの減少にあわせて

軸耐力が増大 し､図4に示した ｢02断面｣の曲線のようになるC損

傷の進行に伴いコンクリー ト強度が半分に低下すると､図中の

｢02断面､Fc/2.rの曲線に箱′｣､し､さらに損傷が進むと､コンク

リー トがなくなり､鉄筋のみの MIN 関係に縮/｣､すると考えられるu

この降伏曲面の上半分はかなり水平な形状となる｡塑性論による降

伏曲面では､変形は法線方向に進行するので､変形が軸方向に向か

うことを示している｡降伏曲面の縮小は､前報l)で与えた中央部せ

ん断破壊時のせん断破壊面の縮小とは異なると考えられ､この縮小

の程度を､実験結果を基に算定することにより評価できると考えら

九るe
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.＼r:軸力

Q:せん断力

〟:部材せい

Ts:主筋の引張力

C∫:主筋の圧縮力

cc:コンウリートの圧縮力

♪ 〟破壊面の摩擦力

pv:破壊面直行方向の力

図 3 ヒンジ領域でのせん断クラック後の模式図

軸力
Nc

＼＼＼ - -空 軍

0.2断面､Fc/2

鉄筋 モーメント

図4想定した端部での断面解析による～トN図

軸力保持能力の喪失が､中央部せん断破顔で生じるか､ヒンジ部

で曲げ降伏後に生じるかについては､芳村ら2)がせん断余裕度で境

界を求めている｡曲げ耐力を略算式である(2)式で求めて､逆対称

曲げを受けるときのせん断力に対 して､せん断耐力を荒川 mlrl式

である(3)式で求め､その比をせん断余裕度と定義すると､その境

界値は071-073となっている｡

･ 〟-o･8alJ,か 015ND(･一志〕 (2,

Qで,I0.053p,023(18+FJ
M /(Qd)+0.12

･o･85J五 言 :+o･1g(.
〉
bJ'(3)

ここで､N 軸力､cTu･圧縮応力度､a t :引張主筋断面積(mm2)､

oTv 主筋の降伏強度(N/mm三)､b:柱幅(mrrl)､D=柱せい(mm)､

pl 引張鉄筋比(0,'o)､Fc.コンクリー ト強度(N/nlml)､

p,.I:せん断補強筋比､qり,･せん断補強筋の降伏強度叩/mm2)､

〟:柱の有効せい(mm)､ノ･柱の応力中心間距離(mm)

図 1の解析モデルにおいては､材端バネと中央せん断バネについ

て､縮小率が別々に定義されれば､この境界のせん断余裕度を意識

しなくても良い(,せん断余裕度が小さく､先に中央部せん断バネが

縮小すると作用するせん断力が低下して､材端バネに作用する応力

が小さくなり､逆の場合には､端部モーメントが低下して中央部せ

ん断力が低下することになる｡

3 縮小材端 M-N降伏曲面

1)M-N降伏曲面



M-N降伏曲面を与えるM,,の略算式は(2)式をもとに､横補強筋が

少なくコンクリー トの拘束効果がないとして､コンクリー トの応力

ブロック係数を085とした(4)式を用いる｡

･ ,-op8a,J,Jh O･5ND(.一石志 ) (4,

これは､軸力が 0か N0-085bDFcの時に､コンクリー トによるモ

ーメン トがなくなり､鉄筋のみのモーメン トとなるoまた､軸力

N-Nj/2の時に最大曲げモーメントとなる｡ここでは､図 4に示し

た縮小降伏曲面を表すために初期降伏曲面を､(5)式による水平力

を受けない正負の軸耐力tN'･,NT:圧縮が正)､および､(4)式による

最大曲げモーメント時の軸力 NJ2(-085bDrJ2)とそのときの曲げモ

ーメン ト11"JLZrを通る2次曲線と仮定するo

NT--aggy

Nc-ago-I,+085bDFc--Nrr+No

I,14m｡x-0･8a,6,D･旦堅壁 土 -018ap,D.塾旦
8 8

(5)

ここで､ag:主筋全断面積(mm2)

この 3点を通り2次曲線で与えられる初期降伏曲面 叫 は次式と

なる｡

Mlノ-MmaxNINo/2 (6)

図 5は､例として 550×550mm､8-D25､SD345､Fc24の場合の

(6)式で与えられるM-N降伏曲面は 破線)を断面解析結果(太実線)と

比較 して示すL,両者はおおむね適合している｡断面解析結果は､

02D 区間のみを有効圧縮領域とした場合(02断面解析)と､その部

分のコンクリー ト強度が 1/2に低下した場合(02断面解析､05Fc)

もあわせて太実線で措いてある｡

(5)式で与えられる圧縮軸耐力 Ncが､ヒンジ部のせん断クラック

などの影響により八㌔まで低下したときの縮小率 〟を次式で定義す

る｡

(NR-N,,)=(NR-NT)
(Nt-N,) (No-2N,)

(7)

今､引張軸耐力 ⅣTが不変とし､軸方向の縮小に対する降伏曲面

の縮小を図 4に示した断面解析によるM-N図を参考にして､NRと

NTの中央の軸力を対称軸として､その軸力より小さい部分の MIN

降伏曲面と対称となる形の降伏曲面を想定する｡縮小率 rの時の

WlILt:NTの中央の軸力をNlITとすると､

NkT=更 地 . N ,2

となる｡降伏曲面はこのNRTを境界にして次式で与えられる｡

N<N R7:M -M ulaX

N>NR7:M-M n,｡Ⅹ

N-N｡/2

N,-No/2

2NRr-N-No/2

(8)

(9)

図5中に想定した降伏曲面を太破線で示 したo rO2断面解析｣の
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図5設定した M-N降伏曲面の縮小

図6近似縮小M-N降伏曲面

ケースにおいて､モーメントが最大となる近傍では太実線で示した

断面解析結果とやや相違が見られるが､｢02断面解析､0､5Fc｣の

ケースではおおむね対応しているC -02断面解析｣時の降伏曲面は､

圧縮側のコンクリー トが健全であることを前提としている｡この前

提で､降伏曲面の上面を鉄筋o)みによる降伏曲面の変化ととらえて

直線近似すると､断面解析結果との適合性は高まる｡しかし､せん

断クラックの進展や､繰り返し加力により逆方向のせん断クラック

が横断することによる影響などにより､コンクリー ト強度が低下す

ると考えられる(,また､柱が定軸力を支持できなくなる限界変形に

関してデータべ-スを作成し検討を行った文献6で は､繰返し履歴

が靭性的な部材においては大きな影響があるとしており､繰 り返し

による性能低下を考慮する之､要がある｡そこで､コンクリー ト強度

が軸方向の縮小率 r と同じ割合で低減すると仮定し､(5)式の Mm,rr

の算定式の中のFcに/･を乗じ､次式で入4,"LZrを算定する｡

jtl m at-0･8a,6 ,D･壁 土 -o･8alJ,D･埜逆 (川)
8 8

この M",arを用いて(9)式による降伏曲面を用いて縮小降伏曲面を

作成すると､図5中の細実線のようになる｡建物の崩壊の検討に用

いるのは､この縮小曲面を用いるのがよいと思われるD

実際の解析プログラムにこの降伏曲面によるモデルを組み込もう

とすると､NRと/VTの中央の対称軸1V.QTを境に軸力レベルによって

異なる降伏曲面決定式を用いる必要があり､また対称軸で降伏曲面

の法線が不連続となるため､解析が煩雑になる恐れがある｡そこで､
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引張軸耐力 〟rが不変とし､軸方向の縮小に対 し降伏曲面が元の降

伏曲面に相似に縮小すると仮定すると､縮小 した降伏曲面は次式で

定義される｡

M -rJ4,1max N-rNu/2-(I-l･)NT

rNT--rJVo/2

図6中に､図5で示 した縮小降伏曲面と(lり式による近似縮小降伏

曲面の比較を示すC (tl)式で与える縮小降伏曲面は､妥当な評価

になっていると考えられる｡

2)実験データによる縮小率

用いた実験データは､前報1)で用いた試験体の内､部材中央でせ

ん断破壊 した試験体を除く表1に示 した14体のデータとしたOこれ

らは部材寸法200-300mmの縮小試験体で､引張鉄筋比074-

082%､せん断補強筋比01-06%､せん断スパン比,IdQd=17-23

である｡

著者等の実験における試験体7)S)は､一定軸力で､ある損傷レベ

ルに対応 した部材角での水平繰 り返 し実験を行い､その後水平力を

除荷した状態で､鉛直方向の残存軸耐力を確認するための加力を行

っているo文献9)の実験は､定軸力下での水平加力試験を行い､水

平耐力が所定の割合に低減したところで､鉛直加力実験を行ったも

のである｡このほか､実験データとしては､せん断余裕度が09を

超え､中央部せん断破壊を生じていない芳村等の実験が文献2)に9

捧示されている｡これらの実験は定軸力下で水平変形を増大させて､

崩壊するまで実験を行っており､ (7)式で定義する縮小率が03付近

に集中するため､縮小率 rを求めるための統計処理のデータとして

は用いていない｡

表2に表1に示 した各試験体の残存軸耐力 NRと､この NRを用い

(7)式により求めた縮小率 ′を示 したO表2中には､図3の模式図を

考慮 して､主筋の軸耐力に対応する主筋比と降伏強度の積 pgoTい

せん断補強筋の耐力に対応するせん断補強筋比と降伏強度の積

p､仇リ,､クラック幅に関連する変形畳を部材せいで除した最大変形

比 Rを記載 してあるO前報l)と同様に､せん断破壊面のクラック幅

は変形量と比例関係に､またせん断補強筋の拘束力は平均的なひず

み畳に関連すると考え､変形量を部材せいで除した最大変形比 R

をパラメータとして採用した｡

これらの/てラメ-タのうち､主筋比と降伏強度の積 pgJvは今回

の試験体の範囲ではほとんどが同じ値であるので統計処理のパラメ

ータからは除き､縮小率の最小値 n… を定めるときに､主筋のみに

よる軸耐力 pgoT,･を NRとして算定することに用いたo残 りのパラメ

ータで縮小率 rに対する線形重回帰分析を行った｡表3に重回帰解

析結果を､図7(a)に回帰結果から得 られる推定値と実験値の対応を

示す｡相関性の高い結果となっている｡図7(b)は､この推定式を用

いて文献三)に示された9体のデ-タも含めて実験値と推定値の対応

を示 したものである｡推定値はよい相関性を示 している｡表3の値

を用いると､縮小率 J･は､せん断余裕度 nI､変形比 Rとせん断補蘇

筋強度pwoTw,(N/nlmZ)の関数として次式で与えられる.

r-0014+0･00332pwO-,｡.+日 7m-7･04R (12)

ここで､1.0≧r>_rn】】n

r.nmは､03と2agcr,/(2agロ■,.+bDFc)の小さい方
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表 1 実験データー覧

No. 断面寸法 (帆) コンクリート 鉄筋 せん断スパン比 軸力也 参考文
幅 雪空 霊蓋圧縮策 弓欝 競 讐 帯靴(N/mmま) I/,,(A) (N/mmZ) p.(%) 蘇

1 1 200 175 153 22.4 2.29 0.15 7

2 2 200 175 153 2244444 0,82 391 010 2222229 0.15

3 3 200 175 153 22 0.82 391 010 29 0.15
4 4 200 175 153 22 0.82 391 010 29 0.15
5 5 200 175 153 22 082 391 030 29 0.15
6 6 200 175 153 22 082 391 030 29 0.15

7 7 200 175 153 220000 00eI082 477 010 2-22229 0,15 8

8 8 200 175 153 22 82 477 0.10 29 0,15
9 9 200 175 153 22 82 477 030 29 0.15
10 10 200 175 153 22 82 477 030 29 0.15

ll ag 300 300 270 251 0000.74 335 0.6 167 020 9

12 a10 300 300 270 251 74 335 0.6 167 020

表 2 実験データの残存軸耐力

No. 最大変 主筋 せん断補強筋 水平 残存軸耐力 軸耐力 縮小率1.

せん断余裕度 又形比I PgOy PwO"γ 加力破壊形式 〟〟 九rr(%ノ (N/m爪ー2)(～/nlm2) (KN) (KN)

1 1 0.86580.0200 8,16 39.1 1144 1222 0.95
2 2 0.86580.0400 8.16 39.1 1125 1222 0.94

3 3 0.86580.0800 8.16 39.1 曲げ→せん断 243 1222 0.37
4 4 0.86580.0004 8.16 39.1 1162 1222 0.96
5 5 1.02490.0400 8.16 117.3 1183 1222 0.97
6 6 1.02490.0800 8.16 117.3 曲げ 1047 1222 0.89
7 7 0.87070,0400 7.99 47.7 953 1200 0.84

8 8 0.87070.0800 7.99 47.7 l→せん断 250 1200 0.37
9 9 1.03210.0400 7.99 143.1 1058 1200 0.91
10 10 1.03210_0800 7.99 143.1 曲げ 942 1200 0.83

ll a9 0.95620.1140 6.63 201.0 EElげ→せん断 932 2856 0.44

12 a10 0.95620.0618 6.63 201▲0 舟げ一一せん断 1726 2856 0,67
13 all0.95620.0405 6_63 201.0 曲げ 2932 2856 1.02

表 3 J･に関する線形重回帰分析結果

係数 標準誤差 J 回帰統計

切片 1.41E-02 4.44E-0ー 0.03 重相関R O.88

PlrCi"1.. 3.32E-02 6.60E-02 0.50 重決定R2 0.78

せん断余裕度 1.17E+00 5.04E-01 2.33 補正Rユ 0.71
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(a)表 1のデータとの対応 (b)拡張した実験データとの対応

図7 縮小率 Jの推定値と実験値の対応

せん断余裕度とせん断補強筋強度 pHOTw,は相関があると考えて､

パラメータから p､voT.γを省略すると､表1に示した実験データに対

する相関係数はそれほどの低下は見られないが､拡張した実験デー

タと対応させると相関性が低下する｡軸耐力の減少をクラック面で

の摩擦力の低下と考えるならば､拘束力に相当するせん断補強筋強

度 p..･oT..,.Jがパラメータとして必要であるといえる｡また､pgoT,をパ



ラメータに含めると､最終的な破壊面の縮小率の対応はよいが､変

形0においても､縮小率が半分になる例が生じるなど実用性がない

値となる｡図3に示した抵抗モデルを考えると､(12)式に含まれる

パラメータを用いるのがよいと思われるO

部材の断面が決まれば､せん断余裕度 m とせん断補強筋強度

pⅥcTw,は-一定値となる｡縮小率を(12)式で与えれば､せん断クラッ

ク後のヒンジ領域の降伏曲面は､水平変形量に比例して縮小してい

くことになるoこのとき､せん断余裕度が大きいと､(】2)式による

縮小率 I･はかなりの変形までjを上回ることになり､降伏曲面の縮

小が生じないため､モーーメントの低下が生じず､変形性能が大きい

ことになる｡水平変形が増大すると縮小率が小さくなり水平耐力が

減少し､縮′｣､率が作用軸力まで達したときに軸耐力を失うことにな

るDこれに､前報Z)の中央部せん断バネの破壊曲面の縮′トモデルを

組み合わせた図1に示す解析モデルにより､建物の崩壊解析が可能

となる｡

4 実験結果との対応

1)実験概要

前章で求めた降伏曲面の縮小による崩壊の検討が､実際の柱の破

壊と適合するかを検証するため､前章BL)での検証実験の内､ヒンジ

部での破壊をした No15試験体との比較を行った｡試験体の詳細は

前報1)に譲るが､概要としては以下のとおりである｡コンクリー ト

強度244N/■11m2､柱断面寸法(bxL>200×200nlm)､柱内法スパ ン

800mm､主筋(12-plo)､せん断補強筋ローD4@124で､せん断余裕度

が090の試験体であるD試験体は水平に倒した状態で､PC鋼棒を

反力に用いて 1MN 油圧ジャッキで軸力】oSkN(()t5bDFc)を作用さ

せるCこれに､大野式加力方法を用いて逆対称モーメントとなるよ

うにして､5MN 圧縮試験機で層問変形角 R-1/100で一回繰 り返し

加力するO次に､R-0から R-1/50までに軸力が2割増大するように､

水平変形に比例して軸力を徐々に増やしていきながら水平加力を行

うoその後､除荷時にも同じ割合で軸力を増加させながら､層間変

形角 R-1/50での繰 り返し水平加力を行い､試験体が軸力を保持で

きなくなった時点で終了したC

図 8に荷重-変形関係､写真 1に最終状況を示すゥR-1/100の繰

り返し加力時に曲げ降伏し､その後 R-1/lOOを少し超えたところで

片方のヒンジ領域でせん断クラックが増大し､ヒンジ部での破壊が

生じた,大野式加力ではヒンジ部での破壊後の逆対称変形を保持で

きず､片方の回転量が大きくなった｡軸方向変位は､ヒンジ部での

破壊後に逆対称変形が崩れたため､軸方向荷重一変形関係に乱れが

あるが､全体的には軸力の増大とともに増大した｡

2)M-N曲面との対応

図 9に(6)式で定められる MIN初期降伏曲面と､ (12)式で求め

た縮′ト率により(9)式で定められる R-1/100､1/50時の縮小 M-N 降

伏曲面(実線)と実験結果の対応を示す｡(a)は(9)式によるもの､(b)

は(9)式に(10)式の低減を考慮したものである｡本実験では､定軸力

で R-I/LOOまで変形させているので､降伏曲面の縮小に伴い､水

平方向に移動することになるが､ほとんど減少 しない領域にある

(図 9の T)o次に､軸力を増大しながら R-1/50まで変形を増大さ

せる(図 9の ⅠⅠ)｡その後､R-I/50で繰 り返し加力を行うCこのと

きは､最大水平変形は変わらないので降伏曲面は縮小せず､軸力の

(N
W
q:蛋
?
争

水平変位(mm) -5 0 5 10
鉛直変也(mm)

(a)せん断力-水平変形関係 (b)軸カー鉛直変形関係

図 8 No15試験体の実験結果
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図9 M-N降伏曲面との対応
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図10 降伏曲面縮小によるせん断カー水平変形関係との対応

みが増大して R-1/50の降伏曲面に沿ってモーメントが低下するO

このモーメントが0となったところで､軸方向の耐力も残存軸耐力

に達して､崩壊することになる(図9のIII)a

実験結果は､R-1/5()では､想定した縮小降伏曲面より実験値の

ほうが(a)(b)共に小さな値となっているOこれは､R-1/50に向かう

途中で､写真 1に示すように片方のヒンジ領域のみに損傷が集中し､

大野式加力では､片側だけが塑性回転を起こして､逆対称変形を保

持できなかったためと考えられる｡そこで､せん断クラック発生後

の変形増分が､片方のヒンジ領域のみに生じたと仮定して､せん断

クラック発生後の変形増分を2倍に評価して降伏曲面を算定すると

図 9の破線のようになり､実験結果とよく対応しているC図 9(b)

では､R-i/50に向かうときの降伏曲面の縮小の程度が大きい結果
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となっている｡

3)縮小M-N曲面とせん断カー水平変形関係

降伏曲面の縮′ト率 rが(12)式で与えられる場合､水平変形の増大

に伴い rが減少し､モーメン トが減少することになる｡また､軸力

が増大すると降伏曲面に沿って､モーメン トが減少することになる｡

(12)式で求めた縮小率によるモーメン トを､逆対称モーメン トとし

てせん断力-水平変形関係を求め､Nol5の実験結果に実線で重書

きしたのが図10であるD図9と同様に､(a)は(9)式によるもの､(b)は

(9)式に(10)式の低減を考慮 したものであるo同回申には､前報-)で

求めた中央部せん断破壊時の破壊曲面に基づくせん断カー水平変形

関係を-一点鎖線で示 した｡(a)の場合には､せん断破壊時の破壊曲

面と逆転するときが生じ､この場合には中央部せん断破壊により軸

耐力が決することになるO写真1に示 した破壊状況でも中央部せん

断クラックがかなり目立っており､その可能性があったと思われるC

(b)の場合には降伏曲面の縮小によるせん断力が小さく､本試験体

がヒンジ部での破壊により耐力が定まることを示している｡

実験値は､ヒンジ部の破壊後に急激に耐力が低下しているが､降

伏曲面から求まるせん断力ではそのような急激な低下は見られない｡

これは､試験が逆対称状態を保持できなかったことに起因すると考

えられ､前節と同様にせん断クラック発生後の変形増分を2倍に評

価 して降伏曲面を算定すると図10の破線のようになる｡実験結果は､

(b)とよく対応しているo芳村 ら10)の実験結果の内､曲げ降伏後に

ヒンジ領域で破壊した試験体に本論の結果を当てはめてみると､コ

ンクリー トの強度低下を考えない(9)式によるものの方が適合性は

よい｡これは､芳村らの実験が定軸力下で､建研式加力方法により

逆対称変形が保持された理想的な条件によって行われているためと

思われるっ曲げ降伏後にヒンジ領域で破壊する場合には､柱頭にと

りつく梁も相当被害を受けていると想定され､理想的な逆対称変形

は保てない可能性がある｡そのため､建物の崩壊を検討するモデル

としては､ (9)式にコンクリー トの針 ヒを考慮した(10)式の低減を

考慮したもの､もしくはその近似であるHL)式によるのが安全側に

評価できるものと思われる｡

5 まとめ

本研究は､建物の倒壊危険度の評価のため,建物の崩壊解析に用

いる柱のヒンジ領域での破壊後の鉛直支持能力の解析モデルを､曲

げモーメン トの降伏曲面の縮小としてとらえて構築しようとしたも

のである｡縮小降伏曲面の縮小率を､残存軸耐力に着目して実験デ

ータを整理 し､損傷の指標としての水平変形などのパラメータによ

る回帰式として提案した.本研究で得られた知見は以下のとおりで

ある｡
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1. 曲げ降伏後のヒンジ部破壊後の残存軸耐力は､せん断余裕度m､

変形比R.せん断補強筋強度pwoTw_Y叩/mn12)と相関がある｡

2.得られた回帰式によるヒンジ部破壊後の残存軸耐力は､著者等

以外の実験結果においてもよい相関性を示した0

3.本論で算定した降伏曲面縮小率を用いて縮小した降伏曲面を描

くと､柱のヒンジ部破壊後の変動軸力下でのモーメン トと軸力

は､おおむねこの降伏曲面に沿った挙動を示す,

4.水平変形に伴い縮小する降伏曲面から逆対称モーメン トを仮定

して算定されるせん断力を､せん断カー水平変形関係の実験値

に重描きすると､実験値の候向をおおむね説明できるD

本論により､図 1に示した解析モデルの設定が可能になったので､

今後は､解析により建物としての倒壊危険度評価を行 うことが必要

となる｡
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